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  この条約は、子どもの権利や自由を尊重し、子どもの保護と援助を促進することを目指しています。

どんな社会でも、すべての子どもたちが健やかに成長し、思いやりと責任のある国民に成長してほしい

という願いをもっています。 

  しかし、世界には、貧困や飢え、戦争、さらには、虐待や麻薬等に苦しみながら暮らす子どもも数多

くいます。国によっては文化や伝統、法律も違いますが、この条約では、子どもたちの幸せのために各

国が協力していくことを目指しています。 

 

 

 

  生きる権利      育つ権利      守られる権利      参加する権利 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神にのっとり、次代の社会を担う全てのこどもが、生涯

にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、こどもの

心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活

を送ることができる社会の実現を目指して、こども施策を総合的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもの権利条約（児童の権利に関する条約） 

 法律 

            こども基本法  （令和５年４月1日施行） 

 法律 

 1989年（平成元年）11月の国際連合の総会において「子どもの権利に関す

る条約」が採択され、1994年（平成６年）５月にわが国でも発効しました。  

 現在、世界では196の国と地域が締約しています。 
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 こどもや若者は、一人ひとりがとても大切な存在です。そして自分らしく幸せに成長でき、

暮らせるように、社会全体で支えていくことがとても重要です。この法律は、こうした社会を

目指して、こどもや若者に関する取組を進めていくための基本となる事項を定めています。 
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６つの基本理念 

目 的 

4 つの原則 

概 論 

５ 子育ては家庭を基本としながら、そのサポ

ートが十分に行われ、家庭で育つことが難しい

こどもも、家庭と同様の環境が確保されること。 

１ 基本的な人権が守られ、差別されないこと。 

２ すべてのこどもは、大事に育てられ、生活が

守られ、愛され、保護される権利が守られ、平等

に教育を受けられること。 

３ 年齢や発達の程度により、自分に直接関係す

ることに意見を言えたり、社会のさまざまな活

動に参加できること。 

４ すべてのこどもは年齢や発達の程度に応じ

て、意見が尊重され、こどもの今とこれからにと

って最もよいことが優先して考えられること。 

６ 家庭や子育てに夢を持ち、喜びを感じられる

社会をつくること。 

（1989年11月20日国連採択） 



 

  

    

１ よりよい学校づくり   

  学校は一人一人が社会で生きる基礎を養い、国家・社会を支えるために必要な基本的な資質を養うこ

とを目的としており、よりよい学校づくりを行うことを目指します。 

  また、すべての子供たちが安心して学校生活を送れるよう、スクールカウンセラーやスクールソーシ

ャルワーカーに相談しやすく、いじめ、暴力行為、体罰等を許さない学校づくりが重要です。 

２ 不登校は問題行動ではありません 

  不登校は誰にでも起こり得ることであり、不登校というだけで問題行動であると受け取られないよう

に配慮をします。 

３ 社会的自立の尊重 

  学校に登校するという結果のみを目標とせずに、子供たちが自分の進路を主体的に考えられるように

することを後押しします。 

４ 民間連携 

  子供たちや保護者の意思を大切にしながら民間機関等とも連携して支援します。 

５ 学校内外の学びの場も整備 

  自分のクラス以外の場所でも安心して学べるように学びの場を整備します。 

６ 一人一人に合った支援 

  不登校の子供を支援する際は、本人の意思を十分に尊重し、子供によっては休養が必要なことがある

ことにも配慮しつつ一人一人に合った支援を行います。その際、学業の遅れや進路選択上の課題等があ

ることにも留意しつつ、適切な支援を行う必要があります。 

 

 

第３条 第１号 

  全ての児童生徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよう、学校における環境の確保が図られるようにすること。 

第３条 第４号 

  義務教育の段階における普通教育に相当する教育を十分に受けていない者の意思を十分に尊重しつつ、その年齢又は国籍

その他の置かれている事情にかかわりなく、その能力に応じた教育を受ける機会が確保されるようにするとともに、その者が、その

教育を通じて、社会において自立的に生きる基礎を培い、豊かな人生を送ることができるよう、その教育水準の維持向上が図られ

るようにすること。 

第３条 第５号 

  国、地方公共団体、教育機会の確保等に関する活動を行う民間の団体その他の関係者の相互の密接な連携の下に行われるよ

うにすること。 

第１０条 

  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒に対しその実態に配慮して特別に編成された教育課程に基づく教育を行う学校の整

備及び当該教育を行う学校における教育の充実のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第１１条 

  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒の学習活動に対する支援を行う公立の教育施設の整備及び当該支援を行う公立の

教育施設における教育の充実のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第１３条 

  国及び地方公共団体は、不登校児童生徒が学校以外の場において行う多様で適切な学習活動の重要性に鑑み、個々の不登

校児童生徒の休養の必要性を踏まえ、当該不登校児童生徒の状況に応じた学習活動が行われることとなるよう、当該不登校児童

生徒及びその保護者に対する必要な情報の提供、助言その他の支援を行うために必要な措置を講ずるものとする。 

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保に関する法律 

ポイント 

 この法律は、学校以外で行う多様な学習活動の重要性について書かれてお

り、不登校の子供たちに対する支援や夜間中学における就学の機会の提供等

を規定している法律です。 

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保に関する法律 関連条文抜粋 

（平成 28年法律第105 号） 
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（平成 28年 12月 14日公布） 

 



 

 

富山県教育委員会 

１ 趣旨 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 活用にあたって 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３ 判断するための留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 29年12月に施行された「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会

の確保等に関する法律」（いわゆる教育機会確保法）では､その基本理念として「不登校児童

生徒が行う多様な学習活動の実情を踏まえ、個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な支

援を行う」ことが示された。  

 全国同様に、増加傾向にある本県の不登校児童生徒の中には、フリースクール等民間施設

（以下、「民間施設」）で相談・指導を受けている者もおり、その社会的自立のためには、学

校や市町村教育委員会と民間施設とが連携を図ることが重要である。そこで、学校や市町村

教育委員会が、不登校児童生徒が通所する民間施設と連携し、指導要録上の「出席扱い」と

判断する際に留意すべき点を目安として示したガイドラインを策定する。 

 このガイドラインは、個々の民間施設についてその適否を評価するという趣旨のものでは

なく、不登校児童生徒が民間施設において相談・指導を受ける際に、家庭や学校、教育委員

会がそれぞれに留意すべき点を目安として示したものである。 

 民間施設はその性格、規模、活動内容等が様々であり、民間施設を判断する際の指針をす

べて一律的に示すことは困難である。したがって、学校や市町村教育委員会においては、民

間施設に通所する不登校児童生徒の指導要録上の「出席扱い」について判断する際に、この

ガイドラインに掲げた事項を参考としながら、地域の実態等を考慮し、各民間施設への訪問

等を通して、児童生徒の安全・安心が確保されていることや、活動内容等を十分把握し、施

設における支援が、児童生徒の社会的自立につながっているのかを、総合的に判断すること

が求められる。 

 このことから、実際の運用にあたっては、各市町村教育委員会においてもガイドラインや

基本方針等を策定することが望ましく、各学校との共通理解の下、不登校児童生徒の状況に

応じた支援の充実を図ることが求められる。 

民間施設に関するガイドライン 

 不登校児童生徒が学校外の施設において相談・指導を受けるとき、下記の要件を満たすとと

もに、該当施設における相談・指導が不登校児童生徒の社会的な自立を目指すものであり、か

つ、不登校児童生徒が現在において登校を希望しているか否かに関わらず、不登校児童生徒が

自ら登校を希望した際に、円滑な学校復帰が可能となるよう個別指導等の適切な支援を実施し

ていると評価できる場合、校長は指導要録上出席扱いとすることができる。 

 

１ 実施主体について  

 ア 法人、個人は問わないが、実施者が不登校児童生徒に対する相談・指導等に関し深い理

解と知識又は経験を有し、かつ社会的信望を有していること。  

 イ 不登校児童生徒に対する相談・指導を行うことを主たる目的とし、不登校児童生徒の社

会的自立を目指すものでありかつ、自ら登校を希望した際に、円滑な学校復帰が可能とな

るような個別指導等の適切な支援をしていること。  

 ウ 著しく営利本位でなく、入会金、授業料（月額・年額等）、入寮費（月額・年額等）等

が明確にされ、保護者等に情報提供がなされていること。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 相談・指導について  

 ア 児童生徒の人命や人格を尊重した人間味のある温かい相談や指導が行われているこ

と。 

 イ 情緒的混乱、情緒障害及び非行等の態様の不登校など、児童生徒の状況に応じて、施設

の相談・指導体制が明確にされていること。また、受入れに当たっては面接などを行い、

当該児童生徒の状況の把握が適切に行われていること。  

 ウ 指導内容・方法、相談手法及び相談・指導の体制があらかじめ明示されており、かつ児

童生徒の状況に応じた適切な内容の相談・指導が行われていること。また、国の義務教育

制度を前提としたものであること。  

 エ 児童生徒の学習支援や進路の状況等につき、保護者等に情報提供がなされていること。  

 オ 体罰などの不適切な指導や人権侵害行為が行われていないこと。  

 カ 当該児童生徒にとって最善の利益が尊重されること。 

 

３ 施設職員について  

 ア 施設職員は児童生徒の教育に深い理解を有するとともに、不適応・問題行動等について

知識・経験をもち、その指導に熱意を有していること。また、実施者は、施設職員の資質

向上に努めること。  

 イ 専門的なカウンセリング等を行うにあっては、公認心理師や臨床心理士等、それを行う

にふさわしい専門的知識と経験を備えた指導職員が指導にあたっていること。  

 ウ 宿泊による指導を行う施設にあっては、生活指導にあたる者を含め、当該施設の活動を

行うにふさわしい資質を具えた職員が配置されていること。  

 エ 指導に必要な職員を複数人有していること。  

 

４ 施設・設備について  

 ア 学習や支援等の活動を行うために必要な施設・設備を利用できる状況にあること。  

 イ 利用施設・設備は、保健衛生上、安全上及び管理上適切なものであること。  

 ウ 宿泊による指導を行う施設にあっては、宿舎をはじめ児童生徒が安全で健康的な生活

を営むために必要な施設、設備を有していること。  

 

５ 学校・教育委員会と施設との関係について  

  児童生徒のプライバシ－にも配慮の上、学校と施設が相互に不登校児童生徒やその家庭

を支援するために訪問や連携票を活用して情報等を定期的に交換するなど、学校との間に

十分な連携・協力関係が保たれていること。  

 

６ 家庭との関係について  

 ア 施設での支援経過を保護者に定期的に連絡するなど、家庭との間に十分な連携・協力関

係が保たれていること。  

 イ 宿泊による指導を行う施設にあっては、たとえ当該施設の指導方針がいかなるもので

あっても、保護者に対し面会や退所の自由が確保されていること。  

７ その他  

 ア 政治活動又は宗教活動を主たる目的としていないこと。  

 イ 特定の公職（公職選挙法第３条に規定する公職をいう。）にある者、若しくはその候補

者、又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対する活動を行う団体でないこと。  

 ウ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴

力団をいう。）又は暴力団員の統制下にある団体でないこと。 



 

 

 

Ｑ 各市町村においても、ガイドライン（基本方針）を策定しなければならないのですか？ 

A 本ガイドラインをもとに、各地域の状況に応じた、各市町村のガイドライン（基本方針）を

策定することが望ましく、「出席扱い」を判断する具体的な手続きについて各学校と共通理解

を図るとともに、学校と教育委員会がやりとりする文書の様式、民間施設から毎月提出を求

める文書の様式等を定めることが求められるため、本ガイドラインを参考に、検討を進めて

いただきたいと考えます。 

 

Ｑ すでに出席扱いを認められた施設に、改めて視察に行く必要はないのではないでしょうか？ 

Ａ 令和元年10月 25日の文部科学省通知にも出席扱いの要件については、「民間施設におけ

る相談・指導が個々の児童生徒にとって適切であるかどうかについては、校長が、設置者で

ある教育委員会と十分な連携をとって判断するものとすること」と記されているように、個

に応じて適切かどうかの判断が必要となります。民間施設では、随時児童生徒の受入をして

おり、受入人数や施設の雰囲気は変化するものと考えられます。その点からも、保護者から

学校への申し出、協議の後に、改めて施設が当該児童生徒にとって適切であるかどうかを判

断するために、視察は必要だと考えます。 

 

Ｑ 不登校児童生徒が指導要録上の出席扱いになることにより、具体的にどんなメリットがあ 

 りますか? 

Ａ 不登校であることによる学習の遅れなどが、学校への復帰や卒業後の進路選択の妨げにな

っている場合もあることから、このような児童生徒に対し、学習等に対する意欲やその成果

を認め、適切に評価することは、自己肯定感を高め、学校への復帰や社会的自立を支援する

ことにつながると考えられます。 

 

Ｑ 民間施設における学習は、どのように評価に反映したらいいですか？ 

Ａ 学校外の公的機関や民間施設における学習の計画や内容がその学校の教育課程に照らし適

切と判断される場合には、当該学習の評価を適切に行い指導要録に記入したり、通知表その

他の方法により、児童生徒や保護者等に伝えたりすることは、児童生徒の学習意欲に応え、

自立を支援する上で意義が大きいものです。評価の指導要録への記載については、必ずしも

すべての教科・観点について観点別学習状況及び評定を記載することを求めていませんが、

学習状況を文章記述するなど、適切な記載に努めることが求められています。 

 

Ｑ 不登校児童生徒への支援の目標が学校復帰ではなく、社会的自立を目指すこととなりまし

たが、学校として学校復帰を求めてはいけないのですか？ 

Ａ 不登校児童生徒の状況や保護者の思いに寄り添いながら、学校・学校外の施設が連携し、

社会的自立に向けた支援に取り組むことが重要です。一方、各学校では社会的活動や自然体

験活動、教科学習、スポーツ活動や芸術活動、集団活動を行うことなどを通じて、児童生徒

が社会において自立的に生きる基礎を培っています。多様な選択肢の一つとして、不登校児

童生徒自らが学校復帰を選択することは、将来的な社会的自立の近道と言えますが、児童生

徒や保護者の思いや状況を十分に把握した上での対応が必要です。 

 

ガイドライン活用のQ＆A 



令和6年４月

富山県教育委員会

学校に行けない、学校に行きづらいなど

不安や困りごと、ありませんか？

一人で悩まないでください

不登校児童生徒支援 保護者向けリーフレット



学校に行くことができず落ち込んだ状態から子どもが回復していく過程は、時間がかかるこ
とが多いです。見通しが立たず、不安でいっぱいになることも少なからずあります。ただ、子
どもの姿を見て不安になったり、苦しくなったり、いらいらしたりすることは、それだけ子ど
ものことを考えていることの裏返しでもあります。それ自体が悪いことではありません。
保護者の皆様が、一人で抱え込み苦しんだ状態で子どもに向き合うと、結果的にお子さんの
ためにもなりません。わが子への思いをよい形で本人に届けるには、保護者自身が不安や焦り
でいっぱいになってしまわないよう、自分自身の気持ちを整えたり、いらいらを解消したりす
る機会をつくることも必要です。自分の趣味や楽しむ時間をもったり、「親の会」などに参加
したりすることがあります。ご自身にあった方法を実践することが大切です。

 学校に行きづらい背景にある要因を多面的かつ的確に把握し、早期に適切な支援につな
げることが必要です。そのためにも、学校はもちろん、教育支援センターやフリースクー
ル等民間施設、関係機関と連携しながら支援していくことが大切です。

 教育機会確保法の目的を理解し、一人一人の状況に応じた学びを、学校に行きづらい子
どもたちの社会的自立につなげるため、学校だけでなく、学校外の施設や家庭における学
びについても適切に評価し、支援に生かすことが大切です。

子どもたちの社会的自立を目指しましょう

保護者の皆様、ご自身の気持ちも整えましょう

学校に行きづらさを感じている子どもたちを
もつ保護者の皆様へ

学校に行けない

学校から帰ってくるといつも疲れている

学校に行こうとすると頭やお腹が痛くなる

家や自分の部屋から出たがらない

子どもへの接し方が分からない

子どもに学校に行くよう働きかけてよいか

学校に行かない理由を聞いてよいか

理由を聞いてもよく分からない／答えたがらない

心配な状態が続いている

ゲームやSNSに没頭して昼夜逆転している

学習の進度が遅れ、学校の授業についていけない

このままでは、進学や就職ができないのでは？

教育機会確保法のもと、学校

は、すべての子どもたちが安心

して学校生活を送れることを目

指しています。

しかしながら、様々な要因で

学校に行きづらさを感じ、不登

校となる子どもたちが増えてい

ます。

不登校は、問題行動ではあり

ません。誰にでも起こり得るこ

とです。

学校に登校するという結果の

みを目標とせず、子どもたちの

社会的自立につなげるため、行

政・民間の様々な支援の輪が広

がっています。



学校以外の居場所・相談機関

教室や家庭以外にも

多様な学びの場や支援の仕組みがあります。
不登校の児童生徒のための相談や学習の場、

保護者の皆様を支援する様々な制度やサービスがあります。

お子さんの不登校が続く場合など、学習や生活に不安がある場合は、学校や

お住まいの市町村の教育委員会まで、遠慮せずに御相談下さい。また、学校内

外の学びの場や相談機関を紹介します。

学校・教育委員会

スクールカウンセラー（SC）
児童生徒や保護者の心のケアや、スト

レスへの対処法など心理の専門家です。

公認心理師や臨床心理士、教員などの資

格を有する方が多いです。

スクールソーシャルワーカー（SSW）
福祉･医療的な支援が必要な場合、福祉の窓口

につないだり、手続きの補助をしてくれたりす

る福祉の専門家です。社会福祉士や精神保健福

祉士、教員などの資格を有する方が多いです。

 富山県教育委員会では、スクールカウンセラーのスーパーバイザーを配置しています。スーパーバ
イザーは、学校外の施設でもカウンセリング面談を行うことができます。面談を希望する場合は、学
校または、利用しているフリースクール等民間施設にお問い合わせください。

◆ 富山県教育委員会は、フリースクール等民間施設を利用する子どもたちへの経済的支援の申請を受
け付けています（施設利用料等１／２補助）。支援を希望する場合は、富山県教育委員会の教育みら
い室児童生徒支援担当へお問い合わせください。＜フリースクール等通所児童生徒支援事業＞

TEL：076-444-3452

不登校の子どもをもつ保

護者同士が、情報交換を

行ったり不安や悩みを共有

したりすることができます。

保護者の会
学校や教育支援センター以

外の、日中の時間帯に不登校
の子どもが学習をしたり、興
味のあることに取り組んだり
できる場所です。
一定の要件を満たせば、在

籍校での出席扱いとなります。

フリースクール等
各市町の教育委員会が開

設していて、一人一人に合
わせた個別学習や相談等を
行います。
公共施設の中にあること

が多く、利用料は基本的に
無料です。

教育支援センター

学校に行きづらい、教室に入りづらいなどでお困りの子ども
たちや保護者の方の相談を受け付けています。
また、総合教育センターでは、その他家族のためのセミナー、

不登校児童生徒のための「体験交流活動」なども開催していま
す。ぜひ参加ください！総合教育センターHPで案内します。

富山県総合教育センター相談部

TEL:076-444-6167

各市町村にも、教育セ
ンターがあり、子どもた
ちや保護者の相談を受け
付けています。

校内教育支援センター
学校内に教室外の居場所を確保

しています。

※その他の相談機関は、
次ページのQRコード
でご確認ください

学校には、こころのケアや福祉的な 相談を
受ける専門家がいます。相談を希望する場合は、
各学校や教育委員会にお問合せください。



下記の出席扱いの要件を満たすとともに、不登校児童生徒が、自ら登校を希望した際に、円
滑な学校復帰が可能となるような学習活動が行われており、児童生徒の自立を助けるうえで有

効・適切であると校長が判断する場合は、指導要録上の出席扱いとすることができます。
（出席扱いの要件）～文部科学省通知「不登校児童生徒への支援の在り方について」(R元)～

○保護者と学校との間に十分な連携・協力関係が保たれていること。
○当該施設での相談・指導が不登校児童生徒の社会的な自立を目指すものであること。
○当該児童生徒への個別指導等の適切な支援を実施していると評価できるものであること。
○当該施設に通所又は入所して相談・指導を受ける場合を前提とすること。
○ＩＣＴ等を活用した学習活動を出席扱いとするのは，基本的に当該児童生徒が学校外の公的
機関や民間施設において相談・指導を受けられないような場合に行う学習活動であること。

上記の他にも、各学校や市町村教育委員会で定められた要件や、校長と教育委員会とで十分な
連携をとって判断するものもあります。

不登校児童生徒の出席扱い等について Q＆A

学校外の公的機関や民間のフリースクール等で学習したり、自宅でICT等を
活用した学習を行ったりした場合、出席扱いになるのですか？

お子さんに気になる変化が見られた時は、一人で悩まず相談しましょう。

各相談機関では、どんな悩みにも丁寧に応対します。

県内のフリースクール等民間施設県内の相談機関

（教育支援センター等） （富山県不登校を考えるネットワーク作成）

中学校では、登校できていなくても、県立高校を受検することはできます
か？出席日数が少なくても大丈夫ですか？

受検することは可能です。県立高校の志願資格は「中学校又はこれに準ずる学校を卒業又は
卒業する見込みの者」です。また、中学校では出席日数が卒業の要件にはなりません。
不明な点は、学校にご相談ください。

フリースクール等を選ぶ際には、保護者や学校が、次に示した目安をもとに、子どもが必要
としている支援が受けられるか、総合的に判断することが大切です。
◇不登校の子どもに対する活動に、深い理解や知識・経験がある。
◇子どもの人格を尊重した人間味のある温かい活動が行われている。
◇子どものタイプや状況に応じた適切な内容の活動が行われている。
◇子どものプライバシーに配慮の上、学校と施設が支援するために必要な情報等を交換する
など、学校との間に十分な連携・協力関係が保たれている。
◇施設でどのような活動をしたのかなどを保護者に定期的に連絡するなど、家庭との間に十
分な連携・協力関係が保たれている。 など

フリースクール等を利用する際、留意することはありますか？
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